（様式１）


指定公金事務取扱者申出書

　　年　　月　　日　

広島県知事様

所在地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　


　地方自治法施行規則（昭和22年内務省令第29号）第12条の２の12第３項において準用する同条第１項の規定により、指定公金事務取扱者の指定を希望するので、次のとおり申し出ます。

　
	委託を受ける公金事務に係る歳出の内容
	通信料金等の集中支払に係る一括請求業務

	委託を受ける日（委託期間）
	令和 ８年 12月 １日から
令和11年 11月30日まで





（添付書類）
・誓約書
・財務諸表（写し可、直前１年分）
・業務実績書
・登記事項証明書（写し可、３か月以内のもの）又はこれに準ずるもの
・広島県税の納税証明書（写し可、３か月以内のもの）
・消費税及び地方消費税の納税証明書（写し可、３か月以内のもの）

（様式２）
誓　　約　　書

私は次の事項について誓約します。

１　申出書及び添付書類の内容については、事実と相違ありません。

２　地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４第１項及び第２項の規定に定める者ではありません。

３　指定公金事務取扱者に指定された場合は、指定公金事務取扱者に係る関係法令及び諸規定を遵守します。

４　指定公金事務取扱者の指定の取消し要件に該当すると認められ、広島県が指定公金事務取扱者の指定を取消すこととした場合、異議を申し立てません。

５　暴力団等を排除する措置について						　　
自己又は自己の役員等は、次の各号のいずれにも該当しません。また、県が必要とする場合には、広島県警察本部に照会することを承諾します。			
（１）役員等（個人の場合はその者を、法人の場合には役員又はその支店若しくは営業所（常時業務の委託契約を締結する事務所をいう。）を代表する者をいう。以下同じ。）が、集団的に、又は常習的に暴力的不法行為を行うおそれのある組織（以下「暴力団」という。）の関係者（以下「暴力団関係者」という。）である者		
（２）役員等が、暴力団、暴力団関係者、暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等又は暴力団若しくは暴力団関係者と非難されるべき関係を有していると認められる法人若しくは組合等を利用している者
（３）役員等が、暴力団、暴力団関係者又は暴力団関係者が経営若しくは運営に実質的に関与していると認められる法人若しくは組合等に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者
（４）前３号のほか、役員等が、暴力団又は暴力団関係者と社会的に非難されるべき関係を有している者
（５）経営に暴力団関係者の実質的な関与がある者									
６　調査協力について								
広島県が必要があると認めるときはいつでも、業務の実施状況などの報告を行い、実地に調査することを承諾します。																

　　年　　月　　日　

　広島県知事　様

所在地

商号又は名称

代表者職氏名　　　　　　　　　　　　　

（任意様式）
業　務　実　績　書
法人名：〇〇株式会社

１　地方自治体における支出事務の受託実績
	
	自治体名
	[bookmark: _GoBack]業務の概要
	履行期間

	１
	○○県〇〇市
	〇〇通信料金の一括請求業務
	令和４年４月１日～現在

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	
	その他受託先自治体数
	10自治体
	



２　国又は独立行政法人における支出事務の受託実績
	
	団体名
	業務の概要
	履行期間

	１
	〇〇省○○局
	○○○○支出業務
	平成15年４月１日～現在

	２
	
	
	

	３
	
	
	

	４
	
	
	

	５
	
	
	

	６
	
	
	

	７
	
	
	

	
	その他受託先団体数
	２団体
	


注　導入先団体の名称について、守秘義務により報告できないものは、「その他受託先○○数」に含めてください。


